




梶 村 秀 樹
いわゆ る6・29盧 泰愚民主化宣言以後,韓 国全
土で個別企業 レベルの労働争議が爆発的に展開し
た ことは,周 知の とお りであ る。それは1987年6
月29日 か ら7月28日 までの1ヵ 月間に79件,7月
29日 か ら8月28日 までの間に2,390件eさ らに8
月29日 以降9月23日 までに842件,累 計3,311件 を
数えた。 ことに8月 中には毎 日83件,と りわけそ
の後半 には毎 日lao件 以上の新たな争議が発生 し
たのである。87年 年初か ら6・29ま での争議件数
が124件,86年 中の争議総件数が276件,ま た79年
ユ0月末から80年5月17日 までの 「ソウルの春 」の
期 間中の争議件数が897件 であったのだか ら,こ
れ らと比べても今回の争議の拡が りようを知 るこ
とができる。
これ らの争議 の多 くは,従 来労働組合 もなか っ




の譲歩に よる妥結 とい うような進行をた どった。
もちろん現行労働法の規定す る煩項 な手続 きをふ
んだ ものではな く,政 府側が当面労使関係への不
介入を表 明していた事情のもとで,従 来の ような
弾圧のおそれなしに展開されえた ものである。
各企業 ないし事業場単位で集約された要求項 目
は,具 体的に数えれぽ30項 目に達す る場合 もあっ
たが,大 別すれぽ,① 賃金 ・諸手当に関す るもの,
②労働諸条件に関す るもの,③ 「人間的処遇」を
求め るもの,④ 「御用組合の解体」を求め るもの
等 であった。いわば人権闘争の色彩を帯びた②③
に属するものでは,経 営側が結局受け入れて解決
した項 目も少な くないが,① については,一 般 に,
当初掲げた大幅要求を全面的に貫徹 して終息 した
わ けではない。今回の賃上げの当初要求は,30^-
50%に 上るケースか ら数%の ものまで個別企業ご
とに大差が あったが,こ れは従来の企業間格差是
正 の意味 もあ り1),ま た妥結 のしかた もさま ざ ま
であった。か くして,獲 得した地歩を固め,残 さ
れた課題を追求す るために,争 議が一段落した と
ころで新規 の労働組合を結成 し,大 き くは労働法
の改正 ・労働三権 の確立をふ くむ諸課題 の持続的
追求を志向することとなったのは,当 然であろ う。
実際,86年 中総計124,87年6・29以 前に67に す
ぎなか った新規労組結成数が,6・29以 後7月 末
までに126,8月 に684,9月10日 まで に さ ら に
250,累 計1,060に も達 した。現行の制度では,1
企業1組 合,そ して単組 は,現 在16あ る産別労連
のいずれかに加盟することを要 し,さ らに産別労
連は全て唯一の合法ナシ ョナル ・センターた る労
総(韓 国労働組合総連盟)の 傘下 に入 らねばな らな
いのだが,6・29時 点での労総傘下企業別単組総
数は2,725だ ったのだか らr一 挙に労組数が38,9
%も 増加 した ことになる2)。
1.基 層労働者の賃金 と生活実態
ところで,争 議 に参加 した基層労働者の賃金水
準は これまで どの程度であ り,今 回の争議で どこ
までそれ を改善 しえたのか?表1は,9月2日
に韓国商工部 と産業研究院が公表 した,同 日まで
に争議が妥結 した企業についてのデータである。
月 々の手取額ではな く源泉徴収 され る甲種勤労所
得税や医療保険費をふ くむ 総 収 入(ボ ーナスは除
く)を 表わす数字であ る。一方,表2は8月21日
にKDI(韓 国開発研究院)が 公表 した 「低賃業体賃
金実態及び構造 」の集計結果であ る。 これは ソウ
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出所 『朝鮮 日報』87年9月3目 付。
*諸 手 当ふ くみ賞与 を除 く。




区 分 月 平 均 賃 金*(ウ オン)









出所 『朝 鮮 日報』87年8月22日 付
*基 本給 ・諸手 当 ・賞与月割 り額全 て
合 算
選別して行なった調査であ り,お そ らくほS争 議
以前 の実態を反映 しているものとみ られる。注 目
すべ きことに,こ の調査の対象労働者の1日 当 り
平均労働時間は男子10.7時 間,女 子10.2時 間に達
し,ま た賃金中基本給以外の部分(そ の多 くを超
勤手当が占め る)が 占め る比重は,大 卒労働者で
23.3%で あるのに対 し,高 卒労働者では34.4%に
上 っているとい う。
一般 に韓国の賃金構造の特質 として,性 別 ・経




す るとすれぽ,30代 なかば くらいの大企業 に勤務
し経験10余 年で家族3～4人 を扶養する平均的 な
生産職男子技 能労 働 者(い わば平均的基層労働者)
の,今 回の争議 以前 の総月収(手 当 ・ボーナス月割
り額全て算入)は30万 ウナソ台,今 回の争議をへて
ようや く40万 ウオン台に到達する ことが約束され












*2人 以下 は月払 い家賃の アパ ー ト,3人
以上 は一括払 い家賃 と仮定。
20歳 以下の若年女子労働者では争議前水準 として
は15万 余 ウオソ程度が実態だった と推定 して大 ぎ
なまちがいはないo実 際,今 回の争議で賃金の学
歴別格差是正が特に重点的要求 とされた大宇重工
業(玉 浦造船所)の 場合,生 産職技能工が最高号
俸 まで上 りつめても32万9千 ウオソであるのに対
し,大 卒4年 の末端管理職社員で51万 ウオソを受
けとっていたとい う4)。
要す るに,生 産職基層労働者の賃金ベースは全
般的にやは り相当低い水準にあ り,今 回の争議で
も若干の改善をみたにとどまるとい うことである。
しか も,と りわけ基本給 ベースが低いため,生 活
維持のための長時間労働が不可欠 となる実態が全
般的にみ られ る。 この平均的な基層労働者の争議
前総月収30余 万 ウオソを公定v一 トで換算すれぽ
6万 円余 となるが,も ちろん物価水準の差を勘案
しなけれぽ生活実態をイメージす ることはできな
い。87年 春闘時に韓国労総が公表 した 「最低生計
費」は表3の とお りで あ る5)。ちなみに韓国労総
はその体制癒着 ・「御用労組」性を しばしぽ 批 判
























出所=経 済企画院 『主要 経済指標』1987。 なお79年 を100と した86年 の全 都市消費者 物価 指数は185 .6
表51984年12月 の労働者家計事例
A B
表61985年8月 分 給 与 支 給 明 細 書
金 ソンシル(生 産2課)基 本 日給3,000ウ オ ン







































































































基 本 給 27日 81,000ウ オ ソ
手
当
延 長 勤 労 手 当178時 間
































































でみても,30数 万 ウオンでは,3人 家族の最低生
計費をまかな うことも困難 とい うことになるわけ
である。
さらに労働者世帯が営なんでいる生活 の具体的
なイメ0ジ を得 るために,経 済企画院調査に よる
表4を みてお こう。租税公課な どの非消費支出は
この表か ら除かれてお り,ま た平均よ りやや上位
の労働者家計の実態を反映 しているとみ るべ きも




また,少 し古い1984年12月 の ものだが,ア ソケ
ー ト調査による実際の個別家計の事例を表5に あ
げ てお く。Aは35才 で4人 家族,経 験年数9年 の
金属労働者,一 括払い家賃は ボーナスの貯蓄等に
よって支弁 され るので表に表われていないが,都
市低所得労働者の典型をなす とみ られ,生 活 のゆ
と りのなさは一見 して明らかである。保健衛生費
差 引 支 給 額 150,493
出 所 『青春 』2号(1985.11)86頁 。
には医療保険費が含まれてい る。Bは25才 で経験
年数8年 の ミシソエ,単 身女子で,月 払 い家賃の
自炊アパー トに住んでい るため家賃の比重が非常
に大 きい。月給は女子労働者 としては84年 時点 と
してはむ しろ平均 以上だが,家 族 を扶養するため
の送金が食費をす ら圧迫していることが看取 され
る。文化生活費 ・保健衛生費 ・被服費等は,平 常
の月にはほ とん ど0に 近 く,年 間200%の ボーナ
スに よってかろ うじて支弁 され るのだ とい う。
基本給が低水準であるため生活を維持するため
の残業が不可避 となる事情を極端 な形で具体的に
示 しているのはs同 じ若者向け人生雑誌に掲載 さ
れたポ ミル物産女子労働者金 ソソシルさんの給与
明細 の事例である(表6)。 基本勤務時間は午前8
時半か ら午後5時 半 まで,延 長勤労手当はそれを
超える残業労働時間に基本時給400ウ オソ×1.5を
掛 けた額でs彼 女は毎 日平均約3時 間の残業をし
一XO4一 80年代韓国の労働経済と労働政策～労働争議同時多発の背景
た ことになる。夜間勤労手当は残業が午後10時 以
後 に及んだ場合に,基 本時給 ×0.5が 上記に 加 算
され るものである。休 日勤労手当以下4項 目はい
ずれ も,法 定の有給休暇 と日曜に特別出勤して,
休暇の買上げを受 けた ものである。つま り,彼 女
は8月 中の祝 日と日曜 の全てに出勤 して31日 働き
とおしたのである。食事手当 と控除 された食事代
は見合っているが,具 体的には会社 の食堂で与え
られ る昼食 である。彼女は結局8月 中に326時 間,
週当 り73.6時 間 も働 きま くることで基本給にほ`A
等 しい超勤手当を獲得し,そ れに よってようや く
15万 ウオソそ こそ この月給袋を手にしえたわけで






が,ほ ぼ明 らかにな った。日本で一般的な 「経済成
長 によって生活 も改善 されてきているのに,な ぜ
あれほ ど激 しい争議が起 こるのか理解できない」
とい う受け とめ方は,こ の基層的 ・持続的事実を
見落 している。 とはいえ,70年 代末以来10年 ほ ど
の間,韓 国の労働経済をめ ぐる諸条件 に何の時系
列的変化 もみ られなか ったとい うわけではな く,
少 しく仔細に検討すべ き点があるのも事実である。
まず公式統計による実質賃金の推移を検討して
み よう(表7)。 これによれぽ70年 代以来,実 質賃
金は相当のテンポで上昇してきた ことになる。 も
ちろん,し ばしば指摘 され るよ うに,こ の公式統
計は何が しか割引きして読 まれねぽな らない要因
をふ くんでいる。
第1に,こ のデータが賃労働者総数の57%を カ
バ ーす るにすぎない従業員10人 以上規模の民間企
業に勤務す る労働者のみを母集団 とするサソプル
調査によるものだとい う点がある。母集団か ら除
かれてい る中で,公 務員 ・軍人等 の給与は総 じて
このデータを若干上回るとみ られ るが,こ の部分
は賃労働者総数の10%ほ どを占めるにすぎない。
残 りの大多数は明 らかに零細企業に働 らく労働者
表7全 産業常傭労働者実質賃金の推移
名目賃金 全都市消費者 実質賃金 同前年比上 昇 率



















































出所 経 済企画院 『主要経済指標 』1987
*諸 手当 ・賞与 をふ くみ,税 引 き前の給与額。
なのだが,前 引の資料か らみても,そ の受け取 る賃
金額は このデータよ り何ほどか下回 るものである
にちがいない。つま り表7は,絶 対額において,平
均 よ りやや上の部分の実情を示 しているとみるべ
きなのである。ただ し,よ く指摘 されるように6),
大企業従業員の労働力市場 と中小企業従業員のそ
れ とが,日 本におけるそれの ように明確に分離 し
ていない事実があるとすれば,こ のデータの実質
賃金増減の趨勢 自体は,少 な くともある程度は全
般的にあては まるもの とみなければな らない。
次に,し ぽ しば論議 され る消費者物価指数 と実
感 との介離の問題7)は さてお くとして,労 働者の
生活様式 と環境の変化によ り不可避 となる家計支
出の増大,経 済成長の過程で全 くの単純労働か ら
熟練 ・半熟練を要するやや複雑 な技能労働へ と,
要求 され る労働の質の ウエイ トが移動してきてい
る事情,そ れに ともな う平均年令 と経験年数の上
昇 ・労働力再生産費の増大,そ して労働時間 と強
度の増大等が このデータの背後に存在することは






が,70年 代初頭 の3倍 の生活水準を享受しえてい
るとい うことではない。
とはい},こ れ ら諸事情によって増加趨勢の全
てが説明されつ くす とい うわけに もいかない よう
である。それゆえ,一_.定の実質賃金上昇を経たに
もかかわ らず,現 在なお前節でみた ような余裕の
ない生活実態が全般的に存在す るとい うことにな
る。つ ま り,か つて,家 計を支えるに足 りない低
賃金水準ゆえに,幼 年層をふ くむ世帯 内での多就
業,労 働 力再生産 のための必要支出の 一 部 す ら
「節約」すること等に よ り,辛 うじて衣食住 の 生
活をつないでいた状態が,若 干緩和 されつつ今 日
に至っているとい うのが,こ れ までの実質賃金上
昇の内実 であると考えられ るのである。
ところで過去10年 間の実質賃金の推移を表7に
よってよ り詳 しく観察すれば,そ こに三つの相異
なる段階がふ くまれてい ることが容易に発見 され
る。すなわち,①70年 代後半 と りわけ76～78年,
②80～82年,③83～86年 の三段階であ る。
まず,① の76～78年 の時期は,韓 国経済のパ フ
ォーマンスが全般的に良好で 「重化学工業化」投
資 のラッシ ェが始ま り,労 働の質の高度化が要求
された時期であるが,表7に よれぽ,こ の時期 に
は連続3年2け たの上昇率がみ られ,前 後のどの
時期に比べて も格段に高率である。確かに この時
期に実質賃金の一段階の飛躍があった ことはまち
が いなかろ う。実際,こ の事実をふ まえて,韓 国
の学界では,韓 国経済が この時期にいわゆる 「ル
イスの転換点」を経過した とする所説 も登場 して
いる8)。しか し,70年 代後半の資本 ・技術集約的部
門中心の拡大に よる未熟練労働力需要の相対的停
滞,そ の結果 としての離農人 口の 「都市非公式部
門」への大量流入等 の事実からして,そ の後の労
働経済の推移を転換点論 の延長線上で説 明するこ
とはで きないとの批判 もある9)。韓国経済 のNIC、





たが,そ れは全般的 ・永続的な ものではなかった。
韓国では もともと労働力の企業間移動率は 日本 よ
りず っと高いのだが10),引 き抜 きに よって賃金水
準が と りたてて上 ってい くとい うよ うな現象は,
ほ とん どみ られなかった といってよい。そ してこ
れに続 く79年には実質賃金上昇率 も鈍化 しは じめ,
ことに80年,81年 には2年 連続マイナスが記録 さ
れて,82年 にようや く79年 水準が回復 され るとい
うように,数 年間足踏み状態の②段階を経験す る
のであ るが,こ れには政策 ・制度的要因 も強 く作
用 している。節を改めて この ことを考 えてみ よう。
3.政 府の介入による賃金凍結
(80～82年)
第2次 石油価格引上げ後の80年 代初頭は,先 進
国向け輸 出産業部門主導のNIC,型 成長の道 を順
調に歩んで きた韓国経済にとっての国際環境が,
きわめて厳 しい ものに変化 してい く転 機 で あっ
た1ユ)。80年にはGNP自 体のマイナス成長(公 式
統計では一4.8%)さ え経験 した。先進国の 低 成
長に よ り輸出市場の絶対的規模が停滞的である中
で,単 純労働集約部門(繊 維等)に おける後 発 準
NIC、 の追い上げ,NIC、 間競争の激化に直面 し,
相対的に技術集約度の高い労働集約商品生産(典
型的Y'は電子機器部品)に 活路を見出そ うとす れば,
先進国内の既存産業からシ ェアを奪 うほかな く,
そのためにはやは り賃金 コス トの相対的格差に依
拠するほかなか った。 ことに,台 湾 とちがってな
お貿易収支が赤字基調で対外債務の累増局面にあ
った韓国にとっては,輸 出の維持 ・増大,そ れ に
よる一定の成長率の維持は至上命令 で あ っ た。
GNP成 長の停止は,新 規の長 ・短期資金の 流 入
をス トップさせて フmの 面での破綻を来たしか
ね ない。 もちろん,国 際比較 され る ドル表示での
賃金 コス トの決定には,国 内名 目賃金水準,相 対




ら輸出を伸ぽ してきたのであ り,そ の交易条件指













































出所 経済企画 院 『主 要経済指標』1987
(表8)。 それゆえ,そ の死活をかけた価格競 争 力
維持の重圧を労働者に転嫁す ることに よ り,一 定
の蓄積率を維持せんとす るNIC、 としての韓 国資
本主義のいわば総資本の要求を うけて,政 府が賃
金決定過程に強力に介入したのである。不況下 に
実質賃金切 り下げが実現 したのは,単 に労働力市




を前にして明示的な 「賃金 ガイ ドライソ」を政府
が提示 し,主 取引銀行を通 じて個別企業を監視 し
て,こ れを超えた賃上げを行なった企業に対 して
は金融支援を中断す る制裁を加えるとい う,強 力
な施策を敢行 してきたことはあま り知 られ ていな
い。 これは70年 代に強力な 「維新」体制を築いた
朴正煕政権で さえ,73年 末 に第 ユ次石油危機対策
として米価 と賃金の据置 きを指示したことを除い
ては,全 く行なった ことのない労使関係へ の直接
的介入である。
もちろんこのガイ ドライ ソは,名 目賃金(基 本
給)の ベース ・ア ップ率 とい う形で示 され る もの
なので,そ れが実質賃金にどう帰結す るかは,物
価騰貴率によっても左右 され,事 後的に確定す る
ものなのだが,例 えば81年 末提示のア ップ率が6
0,82年 末には号俸調整(昇 格昇給)を もってベー
ス ・ア ップに代置とい うように,概 してきわめて
厳 しいものだ った。 ガイ ドライソ設定の根拠は,
「国際競争力強化 のため,賃 上げを労働生産 性 上
昇率以内におさ}ね ぽならない」 とい うものだ っ
た とい うが,ア ップ率は前年の労働生産性上昇率
をはるかに下回って設定 され るのが通例だ った13)。
この強引なガイ ドライγ遵守強制の方式は個別
企業に とってはあま りに硬直的にす ぎたため,83
年から早 くもゆらぎはじめ,政 府 もこれに対応 し
て民間企業への直接規制を断念 し,83年 末からオ
フィシャルには公務員 ・公企業に対するガイ ドラ
イソとい うことに変更 されたが,以 後 もそれは依
然 として,民 間の労使交渉において使用者側が楯
に とる武器 として,有 効に機能 しつづけた。それ
は,83年 末公務員及び政府投資機関3%,韓 国電
力 ・石炭公社などその他公企業5%,84年 末一律
4%,85年 末一律3%,86年 末一律7%と,ほ と
ん ど予想 される物価上昇率に等 しい率だった。
なお,80,81年 に実質賃金引 き下げを実現 させ









が 日常的に個別企業に立ち入って監視 ・介入す る
体制が確立 され,経 営者 ・労働部出先機関 ・公安
機関 ・市区庁等 の連係網に労総傘下組合の 「御用
幹部」まで コ ミッ トさせて,労 働運動解体を現場
レベルにまで貫』徹 させ,労 使協議会を もって労使
間交渉に代置す ることが策 された14)。か くして実
際,表9に 見 られるように,労 働組合数15),組 織
労働者数の絶対的減少,組 織 労働者率の顕著な減
少がみられた。 これは決 して自然な現象ではない。
なお,前 述 の87年 夏の新規労組大量誕生によって
も,労 働者 の組織率はよ うや く70年代末の水準を
回復 した程度だ といわれている。
以上の ように,80年 代初頭,個 別企業は もはや





























































出所 『韓国統計年 鑑』1986,韓 国労働 者福祉協 議 会 『民主
労 働』9号(1985)。
*大 部分 は企業 別組合へ の編 成替 えによる見 かけ上の減 少。
である。その ことによって韓国資本主義は価格競
争力を維持 しながら輸出を伸ば し成長基調を回復
してきたのであ った。だが,83年 以降は,依 然 と
して間接的なが ら,政 府 ガイ ドライソが存在 した
にもかかわ らず,表7に よれぽ実質賃金水準は再
び5～7%の テソポで上昇しはじめた。 これはど
の ような要因に よるのだろ うか?
4.労 働運動の復活 と三低好況下の
対立の深化(83～86年)
まず,83年 以後,輸 入石油価格の上昇が とま り,
やがてむ しろ下落 しさえした こと等に もよって,
物価騰貴率が年2～3%の 範囲内におちついてい
た ことがあげ られる(表7参 照)。 ガイ ドライ ソは
名 目賃金ベースで事前に設定 されるものだか ら,
当初は より高い物価上昇率を予測しつつ設定 され
たそれが,結 果 として多少の実質賃金上昇を容認
するものとなった とい うことがあるか もしれない。
ただしこの ことだけでは,物 価の安定基調が確立
して以降のことは説 明で きない。
次 に,こ れ も全てを説 明する要因ではないが,
70年 代末に比べても労働者1人 当 り実労働時間が
80年 代に入 って高位の水準に固定し,む しろいっ






えない とい う。 ことに85年 末以降の円高局 面(韓
国では三低ユ6)局面という)の 好況下で も,企 業側が
先行 き警戒感か ら従業員増 よ り残業増大を選好す
る傾向が顕著であるとい うか ら,実 労働時間が一
段 と延長されてい ることはまちがいない。
以上は副次的要因であるが,よ り立ち入 った理
解 のためには,83年 以後,基 本給ベースではガイ
ドライソの制約を大 ぎくこえられない中で,主 に
諸手当等の領域で一定の実質賃上げが実現 されて
きた とい う事実に着眼す る必要が ある。それは83
年後半以降の民主労働運動の再生 ・活性化が もた
らした,経 営 ・政府側の強硬方針 とのせめぎあい
の中での,本 来の要求から変形 された形 での一定
の成果であると理解され る。実際84年 頃か ら民主
化運動の全般的活性化を背景 として,個 別の現場
で下からの労働運動の潮流が胎動 し,当 初は中小
企業 レベルのものが多か ったが,多 数の新規組合
結成が試み られた事実があ る。 これに対して政府
の強硬方針を背景に,さ まざまな露骨な阻止の方
策が とられ,対 立が深化してきた。新規組合の合
法化 のための手続 きとしての市 ・区庁への届出に
さいして,形 式上の些細な不備を理 由に申請書の
受理を拒否 し,ま た組合結成の機運を察知す るや
労務管理職員を中心に秘密裏に別の 「幽霊組合」
を作 って届出てしまうことによって こ れ を 阻止
し17),或 いは中心的な活動家を解雇 して治安機関
の措置に委ね,さ らに解雇労働者の再就職を阻止
するためのブラック ・リス トを企業 の人事担当部
一108一 80年代韓国の労働経済と労働政策～労働争議同時多発の背景
署に配布す るなど,な まなましい事例が数多 くあ
る18)。こ うした抑圧の強化に直面 しつつ も民主労
働運動側 も部分的ではあるが個別企業 内の力量を
強化し,幾 らかつつ橋頭量を拡げてい くとい う経
過が,こ の数年間の底流 として進展してきていた
とみ られ るのである。
しか しなが ら,依 然 として政府の介入が労使間
の交渉に よる総賃金率の決定を強 くゆがめてお り,
個別闘争の積み重ねのみでは,個 別企業間 ・地域
間等のアγバ ラソスは解消 しえず,そ のために個
別企業 レベルで一旦獲得 された成果 もやがて取 り
戻 されてしまうとい うようなことがしぼ しばだっ
た19)。基本給 の大幅引き上 げ に よ る,家 族の生
計 ・労働力の再生産を安定的に支えるに足 る賃金






残業 の延長を甘受 しつつ も,わ ずかな手取 り額の





とい う状況であった。全般的に,表11に み られ る
ように,80年 代を通 じて製造業の労働所得分配率
は下 向傾向にあったが,85年 か ら86年 にかけての
落ち込み幅は,80→81年 に次いで大幅であった。
表12労 働生産性指数 と実質賃金指数の対比(全 産業)
(1980年基準)
労働生産 実質賃金
性 指 数 指 数
労働生産 実質賃金










































































出所 民主憲法争取 国民 運動
本 部労働者委 員会 『労働
者 新聞』号外(1987.8.18)
*付 加価値 で人件 費を除 し
た もの。
出所 前掲 『主要経済指標 』1987。
こ うした三低好況下の分配 の不平等の拡大は,い
っそ う不条理感を強めざるを}な か った。表12の
とお り,80年 を基準とす る労働生産性指数 と実質
賃金指数の伸びの格差は年 々累積して86年 現在50
ポイン ト近 くまでに達 していた。そ して実際,こ




個別争議は,あ らためて,NIC、 的状況下の 総 資
本 と総労働の基本矛盾を鮮明 に さ せ た。一方で
KDI(韓 国開発研究院)は,争 議 のさなかにその影
響の予測を公表 し,こ の状態がさらに拡大す るな
らぽ,コ ス トイソフレ,国 際競争力の低下に よる
輸出と成長率の減退が起 こ り,88年 には数十万人
の新規失業が発生す ることにな りかね ないと強調
した22)。これに対 して,民 主化運動派 の論理はS
賃上げは労働者の意欲を増大 させて労働生産性の
さらなる向上を もた らしうるとの当面の状況につ
いての主張 とともに,よ り根底的には,経 済成長
の成果の平等な分配を可能 とする人間平等の原理
に立つ新 しい社会へ の変革の当為性を基礎 として
提起 されている23)。
韓国資本主義 の国際競争 力維持の論理 と人間平
等の新しい社会の ビジョソ とは容易に解 きがたい
対立 として,今 回の争議後の政治過程を も貫流し
てい る。また,個 別企業間等 のアンバ ランス もこ
の間の争議過程で解消 したわけではない。む しろ,
80年代韓国の労働経済と労働政策～労働争議同時多発の背景 一1Q9-一
大企業で獲得 された成果が,自 動的にあらゆ る部
門に波及す るシステムがない以上,こ れをいかに
全体化す るか とい う課題は後に残 されている。そ
れゆえ,労 働法改正問題をふ くめて総労働 として




1)例 えば光州 の 目盛繊 維では50%ア ップが要求 され たが,
これは従来 の基 本 日給 が2240ウ オン と極端 に低か った もの
を,他 社 なみ に引 き上 げ よ うとす る ものであ った(『マル ・
ソシ ク』13号,8Z8.16)。 逆 に民主労組 が 日常的 に活動 し
ていて,従 来か らそれな りの成果 を獲 得 して きた企業 では,
今 回は格別 の争議 が起 きなか った ところ もあ る。
2)『 日本経済新 聞』'87年9月11日 付。
3)朴 煩求 ・朴世逸 『韓 国の賃金構造』(韓 国開発研 究 院,
1984年)Q同 書 によれ ば,労 働力市場 は閉鎖 的で な く,中
小 企業か ら大企 業への労 働力移動 も少な くな く,前 者 の平
均 賃金は後者 のそれの93%程 度 であ るとい う。だが,表1
やその他の資料 の印 象では,賞 与 ・手 当や福 利施設等 を含
めて考 えれ ば,も う少 し格差は大 き く見 るべ ぎで あるよ う
に思 われ る。近年移動 が減 り格差が固 定化す る方向 にある
のか ど うかは今後検討 すべ き課題 である。
4)『 朝鮮 日報』87年8月18日 付。
5)『 キ社研 レポ ー ト』1集(韓 国 キ リス ト教社 会問題研究
院,1987年6月)37頁 。
6)例 えぱ前掲 『韓 国の賃金 構造』0
7)例 えば借 家 ・借間料 の無 原則 な引 き上げ等 が よくそ うし
た議論 の論 拠 となる。
8)袈 茂基 「韓国経済 の転換点 分析」(朴 宇煕 ・渡 辺利 夫 編
『韓 国の経済発展』所収,文 真 堂,1983年)
9)滝 沢 秀樹 「1970年代 の韓 国社会一 工業化 と都市化の相
克」(『朝鮮 史研究会論文集』23集,1986年)。
ユ0)前 掲 『韓 国の賃金構造』。
11)80年 代NIC、 に とっての全般的国際環境 変化 については,
拙稿 「60～70年 代NIC。 現 象再検討 のために」(『歴 史評論』
432-x-,1986年)参 照。
ユ2)IMF14条 国 として一種 の管理 フロー ト制を とってい る。
13)『 朝鮮 日報』87年8月25日 付 。
14)1980年12月31日,労 使協議 会法を新た に制 定 して労使協
議会 の設置 を義務づけ,こ れ を労使 間の実質的調 整機関た
らしむ るこ とを意図 したが,そ の後 のその運営実態 は形骸
化 し,必 ず し も意図 どお りには機能 しなか った。
15)完 全 に経営 側の操 り人形 であ るよ うな御用組合 や幽霊組
合 まで含む数 であ ることに注意 。
16)低 ドル価 ・低石 油価格 ・低金 利。
17)第 二組合 は制度 的に認め られ ていない。
18)韓 国労働者福祉協議 会機関誌 『民主労 働』(日 本語訳版,
日本 カ トリック正義 と平 和協議会 刊)1～20号 参照。
19)例 えば,大 宇 自動車 の労働者は85年 には9日 間 のス ト ・
籠城 に よ り18.2%の 賃上 げを獲得 した が,活 動家 を弾 圧で
奪 われ たため翌86年 には闘争 が組 めず,賃 上 げ0に 終 った 。
20)こ の こと と関連 して最低 賃金制導入論 が以前か ら根強 く
あった が,87年11月16日 労 働部は最低賃金制 施行規則 を確
定 し,88年1月 か らの実施を約束 してい る。
21)民 主署 論運動協議会機 関紙 『マル ・ソシ ク』13号(87年
8月16日 付)。
22)『 東 亜 日報』87・年8月14日 付 。
23)東 亜 日報社 の綜合誌 『新 東亜』 も,87年 の年間 キャンペ
イン として 「貧富格差」 のテ ーマを掲げ て毎 号関係記事 を
のせ てい る。
24)韓 国労 働者福祉協議会機 関紙 『労働者 の声 』5号(1987
年9月10日)。
〔補 注〕
87年10月30日,解 散直前 の国会で,労 働関係 諸法の若干 の改
定が行 なわれたが,こ れ は全経連(全 国経済人 連合会)案 を
べ0ス とす る資本サ イ ド寄 りの手直 しにす ぎず,労 組 の政治
活動禁止条 項や煩預 な争議手続 きの撤廃 をは じめ とす る労働
側の基本要 求を充たす もの とはい えない とされてい る。 また,
12月24日,最 低賃金審議委員 会は,88年1月 か ら実施 され る
最低賃金制 の基本 給(含 定額 手当)の ライ ンを,軽 工業11万
1千 ウオ ン,重 工業等11万7千 ウオンと画定 した。全被雇用
者 の4.2%が これ によ り賃金 底上げの恩恵 を受け るとい うが,
労 働運動側 は,ラ イ ンが低す ぎる ことに強 い不満 を表明 して
い る。
しか し,こ うした 「改良」 の反 面では,7～9月 闘争 に対
す る機関 に よる報復的弾圧 も強 め られ てい る。例 えば,7月
に誕生 した現 代 エンジン労組 の委員長 で,現 代 グ/uプ 労組
協議会議長 で もあった権容睦 氏が,10月19日,労 働争議調整
法 ・集会 と示 威に関す る法律 違反 として拘束 されて しまった 。
これ は,一 且 公認 した争議行為 に対す る見せ しめ的処罰 であ
るとと も」,Yv,すぐれた リーダ ーを現場か ら引 き離す とい う常
套手段 の反覆 で もある。表層的 政治過程 におおいか くされ て
い るが,労 資 間の相克は貫徹 し,む しろ深 ま ってい るの であ
る。(1988年1月7日 補筆)。
